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Ĝ 契約締結後の技術提案
{ 契約締結後、受注者は、設計図書に定め
る工事目的物の機能、性能等を低下させる
ことなく請負代金を低減することを可能と
する施工方法等に係る設計図書の変更につ
いて、発注者に提案することができる。提
案が適正と認められた場合には、設計図書
を変更し、必要があると認められた場合に
は請負代金額の変更を行うものとする。詳
細については特別仕様書等による。

| ＶＥ提案内容については、その後の工事
において、その内容が一般的に使用されて
いる状態となった場合は、無償で使用でき
るものとする。ただし、工業所有権等の排
他的権利を有する提案については、この限
りではない。

} 発注者がＶＥ提案を適正と認め、設計図
書の変更を行った場合においてもＶＥ提案
を行った建設業者の責任が否定されるもの
ではない。

イ 下請契約状況の調査 低入札価格調査
ヒアリング時に下請契約計画書を提出
し、施工体制確認のための追加資料との
整合を確認し、その後契約内容の詳細に
ついて提出を求める場合がある。なお、
事前通告をしないで点検することがあ
る。
ウ 受注者側技術者の増員について 専任
の監理技術者の配置が義務付けられてい
る工事が低入札価格調査対象工事となっ
た場合、受注者は北陸農政局管内直轄工
事において、本入札公告を行った日から
過去２年以内に完成した工事、あるいは
契約時点で施工中の工事に関して、以下
のいずれかの要件に該当するときは、主
任（監理）技術者と同等の要件を満たす
別の技術者１名を専任で現場に配置させ
ることとし、低入札調査資料提出時点で
追加する配置予定技術者の資格等確認資
料を併せて提出すること。なお、当該資
料の提出がなかった場合は、落札決定し
ない場合がある。
ａ 工事成績70点未満の評定を通知され
た者。
ｂ 発注者から施工中又は施工後におい
て、工事請負契約書に基づいて補修又
は損害賠償を求められた者。ただし、
軽微な手直し等は除く。
ｃ 品質管理、安全管理に関し、指名停
止又は部局長もしくは監督職員から書
面による警告もしくは注意の喚起を受
けた者。
ｄ 自らに起因して工期を大幅に遅延さ
せた者。

K̂ 低入札価格調査対象工事に係る対策につい
て
{ 次に示す段階において、監督職員が文書
により受注者に不備の指摘及び改善を指示
した場合、その回数に応じ以下の対策を講
ずることとする。
ア 施工確認段階
イ 施工体制点検段階（施工体制確認のた
めの追加資料との整合確認を含む。）
ウ 下請け契約状況調査（施工体制確認の
ための追加資料との整合確認を含む。）

| 上記{に示す文書指示を受けた場合、以
降の１年間において北陸農政局管内の別の
新規工事における総合評価落札方式による
加算点を50％減ずる。

} 上記{に示す文書指示の回数が２回に達
した場合、対象工事が完成検査に合格し完
了するまでの間（対象工事が２箇年以上に
またがる工事については、文書指示が２回
累積した日から１年間を限度とし、その後、
再度文書による改善指示を行った場合に
は、その時点で同様の措置を改めて講ず
る。）、北陸農政局管内の別の新規工事（「政
府調達に関する協定」の適用を受ける工事
を除く。）における入札参加制限を講ずるこ
とがある。

~ 本工事の工事成績が65点未満の場合、評
定通知日から１年間、上記|と同様の措置
を講ずる。

L̃ その他 詳細は入札説明書による。

公募型プロポーザル方式に係
る手続開始の公示

次のとおり参加表明書等の提出を招請します。
平成 24年 12月６日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 菅原 秀夫

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13

１ 業務概要
\ 品目分類番号 71、27

] 購入等件名及び数量 首都高ＷＥＢサイト
検索機能強化及び一部リニューアル業務 一
式

^ 業務内容 本業務の内容は次のとおりとす
る。
{現行の首都高ＷＥＢサイトの「料金検索」
と「経路・所要時間検索」を統合し、「動画検
索」を追加した新たな検索システムを作成す
る。また、検索システムに使用する動画の撮
影も行う。|首都高ＷＥＢサイトについて、
検索システムの機能強化に伴う修正及びユー
ザの利便性向上のための改善を行う。また、
通行止め情報を自動的に取得・表示させて既
存の緊急情報登録ユーザに自動配信するシス
テムを作成する。}作成した検索システム等
の公開時から１年間のサイト保守・不具合修
正・障害時対応等を行う。~サーバの保守運
用管理（平成25年４月１日から平成26年10月
31日まで）を行う。

_ 履行期間 契約締結日の翌日から平成26年
10月31日まで

Ĥ 電子入札について
{ 電子入札方式による手続き開始後に、紙
入札方式への途中変更は原則的に行わない
ものとするが、入札参加者にやむを得ない
事情が生じた場合には、発注者の承諾を得
て紙入札方式に変更するものとする。

| 電子入札方式に障害等やむを得ない事情
が生じた場合には、紙入札方式に変更する
場合がある。

} 電子入札方式に係わる運用については、
「農林水産省電子入札運用基準標準例」（北
陸農政局ホームページ http://www.maff.

go.jp/hokuriku/bid/index.html）によるも
のとする。

Î 第１回の入札に際し、入札書に記載される
入札金額の内訳金額を入力または記載した工
事費内訳書の提出すること。

Ĵ 低入札価格調査対象工事に係る品質確保等
の対策について 開札の結果、予決令第86条
に規定する調査（以下、「低入札価格調査」と
いう。）の対象工事となった場合は、「低入札価
格調査対象工事に係る品質確保等の対策につ
いて」（平成18年４月25日付け18農振第177号
農村振興局整備部長名）に基づき、次のとお
り実施する。

{ 監督体制の強化等
ア 施工体制の点検 施工体制台帳提出時
に施工体制の確保を図るため、主として、
一般管理費、現場管理費の構成項目の内
訳費用の詳細について提出を要請し、施
工体制確認の追加資料との整合を確認す
る場合がある。さらに、「施工段階におけ
る確認マニュアル（一部改正）」（平成18

年３月31日付け事務連絡農村振興局設計
課施工企画調整室長名）等に基づき、重
点的な工事監督を実施する。なお、事前
通告をしないで点検することがある。

６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masamitsu Saito, Direc-

tor General of Hokuriku Regional Agricul-

tural Administration Office

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion works for Left bank main line irriga-

tion canal Nakanogo diverted water me-

chanic other construction, The Kuzuryuu-

gawakaryuu, agricultural irrigation project

_ Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 P.M., 7 January, 2013

` Time limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 5 : 00 P.M., 25

February, 2013 (tenders bring with 9 : 30

A.M., 26 February, 2013 or submitted by

mail : 4 : 00 P.M., 25 February, 2013)

a Contact point for tender documentation :

Takeshi Kitai, First Technical review Sec-

tion, Design Division, Rural Infrastructure

Department, Hokuriku Regional Agricul-

tural Administration Office, 2`2`60 Hi-

rosaka Kanazawa city Ishikawa prefecture

920`8566 Japan. TEL 076`263`2161 ex.

3523
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